
年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）

1
4
1

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）

【歳入】
・
・雇用保険料

【歳出】
・家庭児童相談員報酬 円
・家庭児童相談員等共済費 円
・家庭児童相談員通勤手当・研修旅費等 円
・事務用消耗品　参考図書 円
・ＷＩＳＨ接続利用電話料等 円
・児童相談システム委託料　 円
・家庭相談員協議会負担金 円
・高速道路通行料 円
・ 円
・ 家庭児童相談室補助職員賃金 円
・ 家庭児童相談室補助職員雇用保険料 円

年度決算 年度決算①

109,381
11,791

216,060
969,533

子育てホームページ サーバーホスティング等

12,000
189,000

14,231
982,575
976,500

1,700

6,148,800

円35,875

○家庭児童相談室の設置・運営
常設の相談室を設置して保護者の相談を受けた。また、その内容に応じて関係機関と連携し、適切な支援を
行うことで児童福祉の向上を図った。

○要保護児童対策地域協議会の設置・運営

保健・医療・福祉の行政機関、教育委員会、警察等の関係機関による定期的な連絡検討会議を開催すること
で、地域における児童虐待の未然防止、早期発見、対応及び児童の保護、家庭の支援等についての連携強化
を図った。

児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業費補助金 596,000

・西部こども家庭センター
・要保護児童対策地域協議会
構成機関

406

備考

要保護児童対策地域協議会の事務全般・開催調整
家庭児童相談室の設置・運営

児童福祉法
子育て支援行動計画

事業実施に係る市役所（職員）の役割

H25からH26へ繰越①のうちH24から繰越

円

市

地域のみんなで子育てを支える

項 02

01 一般会計
03

5

根拠法令
条例

個別計画 等

基 本 目 標 健やかな暮らしを支え、安全で快適に暮らせるはつかいち 款 民生費

重 点 的 取 組
政 策 目 標

担当課名 福祉保健部　児童課

予
算
科
目

会計

01
児童福祉費
児童福祉総務費目

事業名
児童福祉一般事業

事業開始年度 平成

子どもの虐待防止対策の実施
（家庭児童相談室の設置、要保護児童対策地域協議会の設置運営）

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

児童と子育て家庭
児童虐待の未然防止や要保護児童の早期発見、適切な保護を図るとともに、児童及び
その家庭について適切な指導を行う。

実施主体

7,627,887

関係団体（パートナー）

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

25

9,631,571  直  接  事  業  費  A

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

項　　目

    市  （ 市税 な ど ）

財
源
内
訳 35,875

596,000

1.00
6,563,479

    そ   の   他（使用料など）

    国   庫   支   出   金
    県　 支　 出　 金 1,039,000
    借   入   金   ( 市 債 )

25,408

平成 25

1.00
8,999,696

人

117,680

18,117,571

人

8,486,000

人
154

①
人口（4月1日現在） 118,000

市民1人当たり 139

要保護児童対策地域協議会実務者会議

Ｈ２５
目標値

H２５
実績値

H２７
目標値

H２４
実績値

358
3 4回

80 50182

2

115
件

虐待の未然防止、早期発見再発防止
330

(継続指導件数)

目
　
標

到
達
度

280
2

成
果

活
動

件

25平成

子どもが健やかに育つまちに

8,772,000

16,399,887

  人  件  費  (按 分） B

②

  総  事  業  費 (A+B)

単
位
コ
ス

ト
換
算

単位活  動  及  び  成  果  指  標

児童相談件数〈実績〉

24平成

人


